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要　　　旨
本稿は，近年深刻な社会問題となっているインターネット上でのいじめ，いわゆる「ネットいじめ」
をめぐる法的問題について取り扱い，特に，合衆国において民事法上被害者がとり得る救済手段につい
て検討したものである．現在，合衆国では，多くの州が，いじめに関する法律ないしネットいじめに関
する法律を制定しているが，これらの法律では被害者が救済を得るための規定がなされておらず，被害
者は従来の不法行為類型に基づき，加害者に対し，責任を問うことになっている．しかし，従来の不法
行為類型は，必ずしもネットいじめに対応できるものではないため，被害者が加害者に対して，直接に
責任を問い，救済を受けることが困難である．本稿では，まず，合衆国におけるネットいじめの現状と
ネットいじめがもつ従来型いじめとは異なる特性を考察し，次いで，合衆国で被害者がとり得る民事法
上の法的手段について若干の検討するものである．
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Ⅰ　はじめに―合衆国におけるネットいじめの現状―
インターネットの個人利用が急速に進行し，今では，
世界中のどこに居ても，インターネットに接続する環境
さえ整えば，誰もが，世界中の人，サービス，情報等に
アクセスすることが可能になった．その恩恵と同時に，
インターネットは多くの危険をももたらしている．本稿
で対象とするのは，その数ある危険の中の，昔から存在
するリアル・ワールドにおける物理的ないじめ（以下
「従来型いじめ」とする）とは異なり，インターネットを
介してのいじめ，とりわけ表現のみで精神的な被害を与
えるいじめ（以下「ネットいじめ 1）」とする）について
である． 2）「ネットいじめ」は，現代社会において非常に
重大な問題であり，ここ数年の間に合衆国においては，
多くのネットいじめによる痛ましい事件が起きている．
例えば，フロリダ州ラスキン（Ruskin）に住む13歳の
Hope Witsellのネットいじめ自殺事件がある．Hopeは，
同級生に一部分ヌードの写真を発見され，その同級生ら
によって，同地区の 6 つの学校の生徒にその写真が添付
されたテキスト・メッセージを送られるというネットい
じめの被害を受けた． 3）本件において，写真の添付された
テキスト・メッセージを受信した生徒らは，それを見た
ことで，彼女に対し，口頭による直接的ないじめを行う
ことはなかったようであるが， 4）しかし，“Shields Middle 
Scholl Burn Book”と表されるMyspaceのページでは，受
信した生徒らは，彼女に対する酷いコメントを残してお
り，最終的に，そのページを “Hope Hater Page” と呼ぶ
ようになった． 5）屈辱的で，回避困難なネットいじめを
数ヶ月にもわたって受けたHopeは，自らの手で命を絶っ
た． 6）この事件以外にも，ネットいじめ事件，そしてネッ
トいじめ被害者の自殺事件は全米各地で起こっている．
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アメリカ合衆国では，一般的に数年前まで，携帯電話
普及率は，日本に比べて低いと言われていた．しかしな
がら，1988年に世界に先駆けて，商用インターネット利
用が始まっており，そのため，個人のコンピュータの普
及も早かったことから，日本よりも早くインターネット
上の問題が顕在化し，深刻な社会問題となっていた．加
えて，日本では，1999年の i モード 7）のサービス提供が
始まり，携帯電話でのインターネット利用が一般的で
あったのに対し，合衆国においては，携帯電話はあくま
でも，通話またはSMS 8）を利用するものであり，携帯電
話によるインターネット利用は普及していなかった．と
ころが近年，スマートフォン（以下「スマホ」とする）
が普及したことにより，コンピュータ以外でのインター
ネット利用が普及したため，今後さらに「ネットいじめ」
問題は拡大していくといえるかもしれない．
上述のとおり，合衆国では日本とは異なり「携帯電話」
によるインターネット利用は進まなかったが，ここ数年
iPhoneをはじめとするスマホの出現により，携帯電話を
通じてネットを利用する者が増加している．そのため，
現在では日本以上にインターネット利用が普及している
状態にある．とりわけ，未成年の若者の間での携帯電話
からのインターネット利用はその普及率に伴い増加して
いる．合衆国と日本におけるインターネット利用方法の
違いを示すものとして，合衆国と日本における子どもの
間の携帯電話普及率とインターネット利用に関する調査
結果がそれぞれある．合衆国についての調査結果の一例
としては，Pew Internet & American Life Project 9）によっ
て行われたものがある．そのTeens and Technology 2013
の調査報告によると，合衆国にはおいては，子ども（13
歳から19歳）の間の携帯電話普及率は，78％であり，イ
ンターネットそれ自体の利用率は95％だという調査結果
が出ている． 10）その一方で，日本では内閣府によって「青
少年のインターネット利用環境実態調査」が行われてい
る．その調査報告によると，日本では，自分専用の携帯
電話をもつ子ども（満10歳から満17歳）は，平成22年
（2010年）調査において54.1％であり，インターネットそ
れ自体の利用は79.0％という結果がでている． 11）調査年
と調査対象に多少の違いがあるため，一概にいうことは
できないが，合衆国では日本以上に携帯電話普及し，そ
れを通じてのインターネット利用が進んでいるといえ
る．また，コンピュータの普及時期が日本より早かった
ため，これと合わせて，携帯電話を通じてのインター
ネット利用が増えたことによって，ネットいじめは日本
でこの問題が俎上に載る以前よりも深刻な問題となって
いる．そのため「ネットいじめ」に焦点を当てた調査が
行われており，また連邦，州あるいは民間による「ネッ
トいじめ」を含むいじめ対策が現にとられているし，と
らざるを得ない状況にあり，日本以上にいじめ対策シス
テムが進んでいる．しかし，依然としてそのいじめ対策
システムも万全というわけではなく，現状では，いじめ
に対処するための立法，とりわけいじめの被害者に対す
る救済に関する立法上の問題や判例法上の問題が，多く
存在している．
上述したように，日本以上に早い段階でネットいじめ
が深刻な社会問題となっている合衆国においては，ネッ
トいじめに関する調査が数多く行われている．ネットい
じめに関する調査としては，以下のようなものがある．
全国犯罪防止会議（The National Crime Prevention Coun-
cil） 12）が，2007年に行った10代（13歳から17歳）とネッ
トいじめに関する調査によると，調査対象の10代の43％
が「ネットいじめ」の被害を受けたことがあるが，保護
者にネットいじめ被害を受けたことを報告している子ど
もは，その内の10％のみであったという報告がされてい
る． 13）この調査結果の数値だけを見ると「ネットいじめ」
が必ずしも多いということはできないかもしれないが，
現に合衆国において，悲惨な結果を招いているネットい
じめが問題となる事件は多く，被害者が自殺する事件も
多いことから，ネットいじめは世間の注目を浴びてい
る．
これまで述べてきたように，合衆国ではネットいじめ
に関する調査・研究が数多く行われている．これに対し
て，日本では「ネットいじめ」という言葉でみる限りに
おいて，ネットいじめの調査・研究は合衆国よりも遅れ
ているように思われる．しかしながら「ネットいじめ」
という言葉自体は最近使われだしたものであるが，日本
では以前から，インターネット上におけるいじめは以前
から存在していたものであって，ここ数年で現れた「従
来型いじめ」とは異なる「新しいタイプのいじめ」では
ないと主張する論者もいる． 14）上述のように，日本にお
いては，コンピュータ以外の携帯電話によるインター
ネット利用が早い段階から普及しており，また携帯ゲー
ム機や電子辞書等のあらゆる電子機器がインターネット
に接続できるという状況にあった．そのため「ネットい
じめ」は「従来型いじめ」とともに以前から存在してい
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た．これに対して，欧米においては，現在でこそスマホ
の出現によって，日本同様に携帯電話でのインターネッ
ト利用が当たり前となっているが，それ以前は「携帯電
話」でインターネット利用をすること一般的ではなかっ
た事情がある．そのため，欧米の研究者が「ネットいじ
め」をまったく新しいいじめと考えているのに対して，
あくまで手段が変わっただけで，いじめの行きついた先
であるという捉え方をする方が妥当だとする主張もされ
ている． 15）いずれにしても，日本においては，2013年 9
月にいじめに関する特別法 16）が初めて施行されたのに
対し，合衆国では，それ以前から，モンタナ州を除く49
州がいじめに関する特別法を制定しており，近年では
ネットいじめに対処するために，ネットいじめに関する
特別法を制定し，またはこれまでのいじめに関する特別
法を修正し，ネットいじめに対処しようとするなど，法
律の上では，日本以上にいじめやネットいじめに対する
対策が進んでいるといえる．
ネットいじめは，10代の子どもの間に広く浸透してい
る問題であるし，その影響は子どもに様々な形で現れ
る．ネットいじめは，被害者の肉体的・精神的健康に深
刻な害を与え，加害者から与えられる恐怖や軽蔑といっ
たものが，学習環境に悪影響を与え，それゆえに，将来
子どもが開花するかもしれない能力の可能性が摘まれる
恐れがある．いじめそれ自体は，10代の子どもにとって，
新しく出現した問題ではないけれども，ネットや無線コ
ミュニケーション機器の出現に伴い，他者をいじめると
いう行為は，より簡単になり，より広範囲にその影響が
拡大し，またどこからでも加害行為を行うことができる
ようになった．その結果，いじめは以前にも増して危険
なものとなっている．学校内で起こる従来型いじめから
子どもを保護することは，もともと困難であったが，
ネットいじめから子どもを保護することは，従来型いじ
めの場合以上に困難なものとなっている．また「いじめ」
という言葉で，そして，子ども同士の学校での問題とし
て括られることで，被害者への救済が十分ではなく，目
に見える被害が生じることが少ない「ネットいじめ」は
なおのこと救済が受けづらい状況にある．
そこで本稿では，まずネットいじめが従来型いじめと
は異なる特質性を持ち，どのような悪影響をもっている
のかを考察する．次いで，合衆国において被害者が加害
者に対してとり得る不法行為類型についてそれぞれ検討
していく．
Ⅰ　ネットいじめとは何か
1 ．従来型いじめとネットいじめの違い
ネットいじめについて考える前に，これとの対比で，
今までいじめといわれてきたもの（従来型いじめ）がど
のようなものなのかについて考えていく必要がある．従
来型いじめとは，いじめの対象者に物理的・心理的な苦
痛を与える行為一般をいい，その行為を快楽的に楽しむ
ことを目的とする場合が多いものである．一般的にいっ
て，この種類のいじめの加害者になりやすい者は，学校
や職場等，ある特定の環境において，立場が強い者や身
体的に力の強い者または人気者である場合が多く，ま
た，いじめの被害者となりやすい者は，同様の環境にお
いて，周囲とは異なる趣味趣向をもつ者 17）や，立場の弱
い者，そして身体的に力の弱い者などである．
従来型いじめによく見られる加害行為としては，殴
る・蹴る等の暴力行為，物を隠す，第三者の物を隠し，
被害者を犯人に仕立て上げる，シカト，パシリ，仲間は
ずれ，悪口等の物理的・心理的なものがある．また，従
来型いじめの被害は，基本的に特定の環境下において発
生するため，加害者・被害者の生活等の活動範囲を超え
て拡大することはまれである． 18）
それに対して，ネットいじめとは，一般的にインター
ネット上におけるいじめのことをいう．それは，電子
メール，携帯電話，ウェブサイト，SNS等のインターネッ
ト上のプレイグランドで行われるものであり，行為とし
ては，誹謗中傷となるような文章，画像，動画等の配信
を行うことが大多数である．近年では，このネットいじ
め問題が世界中で発生しており，深刻な社会問題となっ
ている．
ネットいじめが深刻な社会問題となっている理由とし
て，ネットいじめには，従来型いじめとは異なるネット
いじめ独自の特徴的な問題が存在するということがあ
る．その特徴の 1 つが「匿名性」である．従来型いじめ
においては，通常，加害者が直接的に被害者に対してい
じめ行為を行うために，いじめ加害者を特定することは
必然的に可能，あるいは容易であるのに対して，ネット
いじめの多くは，インターネット上の掲示板や電子メー
ル，ウェブサイト，SNSを用いて行われ，その加害者が
自らの素性を明らかにしない限り，被害者は加害者を特
定することが困難である．電子メール・アカウント，掲
示板，チャットルーム等における仮名やその他インター
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ネット上利用できるサービスが，被害者が加害者を特定
することを困難にしているのである． 19）電子メールや
SNSのアカウント取得が容易であり，掲示板等において
も，そこに表示させる名称は自ら設定することができる
ことがほとんどであるために，匿名性がより担保される
ようになっている． 20）同様に，携帯電話等の無線通信
サービスを提供している会社が，プライバシー・オプ
ションとして，利用者の電話番号を，個人端末上に表示
しないサービスを提供しているため，携帯電話等を利用
した場合のネットいじめであっても，匿名性が担保され
ることになっている． 21）このバーチャル上での匿名性に
よって自らの素性を隠すことができるため，ネットいじ
め加害者は身体的な被害を加えることがない代わりに，
無慈悲で有害な内容の投稿を行うなど，表現の面におい
て，インターネット上では現実世界以上に人を傷つける
ような表現を用いる傾向がある． 22）また，インターネッ
ト上の表現は，直接声に出して行う場合と異なり，口調
や抑揚，表情がわからないために，ネットいじめ加害者
は，自身の表現が相手に危害を与えていることを知らな
いあるいは知ることができない． 23）そのため，インター
ネット上のコミュニケーションでは，対面して直接コ
ミュニケーションをとる場合よりも，過度に残酷で，非
道であったりするような表現を用いやすい傾向にある．
サイバー・スペースでは，表現を行った者に対して，そ
の表現が有害なものであり，不適切であることを伝える
迅速なあるいは明白な返信が必ずしもあるわけではな
い． 24）対面でのコミュニケーションでは，いじめ加害者
に対して，いじめ被害者が「もう十分である」あるいは
「その行為は不適切である」といったことを伝えるよう
な反応を示すことができるのに対し，インターネット上
で行われるいじめには，いじめ加害者に対して，被害者
がそのような反応を伝えることができない．そのため，
ネットいじめ加害者は，被害者に対して，相当程度深刻
な苦痛を与えることになる． 25）ただし，近年利用が急増
しているWhatsApp（ワッツアップ）， 26）LINE（ライ
ン）， 27）カカオトーク 28）といったスマホ向け無料インス
タントメッセンジャー（Instant Messenger）も， 29）上記
した手段同様にいじめの道具として使用されてきている
が，基本的にはもともと交友関係のあるもの同士での利
用が多いため，上記手段に比べて匿名性の問題は低くな
ると考えられる． 30）
第 2 の特徴は「アクセスの容易性」と「公然性」であ
る．インターネットという，アクセス環境さえ整えるこ
とができれば，世界中，場所・時間を問わず，誰でもア
クセスすることが可能な空間において，誰でもいじめを
行うことができるということが第 2 の特徴といえる．こ
のインターネットという空間では，従来型いじめでよく
見られる肉体的あるいは立場上の強弱といったものは関
係なくなるのである．つまり，従来型いじめにおいては，
加害者の立場になりやすい，立場の強い者や力の強い者
または人気者であっても，ネットいじめにおいては，被
害者となり得る可能性が非常に高いということである．
したがって，誰もが加害者にも被害者にもなる可能性が
あり，自身の行った表現によって意図せず，被害者と加
害者が入れ替わり，互いに傷つけあうという状況が存在
しているのである．
第 3 の特徴は「他者による便乗」である．これは第 1
と第 2 の特徴と関連するものであるが，ネットいじめが
「匿名性」と「アクセスの容易性」「公然性」を有するが
ゆえに，最初にいじめを始めた者以外が，そのいじめに
参加し，いじめを助長する等の行為をすることができる
ということである． 31）これは，加害者に便乗した者（間
接加害者）対被害者が，現実世界において直接的なまた
は間接的な関係性を有しているかどうかは問われないた
めに，間接加害者がどのような意図をもって，いじめを
行っているのかがわかりづらいという問題も同時に伴っ
ている点で特徴的である．
第 4 の特徴は「広域性」と「迅速性」である．インター
ネットという特殊な環境ゆえに，いじめが拡大しやす
く，またその速さも驚異的であり，従来型いじめをはる
かに超越する時間的・空間的広がりを有している点が特
徴といえる． 32）従来型いじめでは考えられないほどの速
度で，世界中の何千何万という多くの人に，不快な内容
の文章や画像を送ることができるのである． 33）それに
よって，通常ならまったく関係の無いまたは関わること
がないような人あるいはコミュニティーにおいて，被害
者が侮辱され，あるいは評判を落とすというような被害
を受けることになる． 34）
第 5 の特徴は「被害の永続性」である．一度インター
ネット上に，被害者に対するいじめ行為（中傷的な文章
または画像等）が流出してしまった場合，それは直ちに
インターネット上に拡散する可能性が非常に高く，それ
を食い止めることはほぼ不可能であり，永続的にイン
ターネット上に残ってしまうという点が特徴といえる． 35）
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第 6 の特徴は「監視の困難性」である．従来型いじめ
以上にネットいじめは「監視」が困難であるという点が
ある． 36）学校がいじめの現場となる場合，教職員らが生
徒を監視することで，ある程度いじめを抑制することが
可能であるのに対し，いじめがインターネット上で行わ
れる場合には，それが事実上不可能であるといえる．掲
示板やチャットのホストやSNSの提供プロバイダーは，
時として掲示板やチャット，SNS上のログやコメント等
を確認してはいるけれども，パーソナル・メッセージは
その送受信者のみが閲覧可能であり，多くの場合規制の
範囲外になっている．また，未成年者が個人で所有して
いるコンピュータを自室で使用する場合，保護者は，子
ども達のインターネット利用を監視することが困難であ
る． 37）そのため，子どもたちは，保護者が，自分たちが
「ネットいじめ」を行っている，あるいはその被害者に
なっていることを嗅ぎ付ける心配をしなくていいため，
子ども達は「ネットいじめ」を行いやすく，またその被
害者にもなりやすくなってしまっている． 38）加えて，そ
もそも基本的に，コンピュータや携帯電話，スマホを利
用しての電子メールやテキスト・メッセージによる，攻
撃的な内容のメッセージを管理する者はインターネット
には存在していないという点を指摘する必要があるだろ
う． 39）
最後に，上記の特徴からわかるように，ネットいじめ
の場合は，ネットいじめ加害者の加害行為が永続的にイ
ンターネット上に残ってしまうために，ネットいじめ被
害者に与える影響も甚大であるため，従来型いじめを受
けての自殺 40）以上にネットいじめを受けたことにより
自殺するネットいじめ自殺 41）事件が多くなる傾向があ
り，深刻な社会問題となっている．また，ネットいじめ
は，①現実のいじめ（従来型いじめ）の延長として始ま
る，②ネットいじめが発端となって，現実のいじめ（従
来型いじめ）に延長する，③現実ではいじめられないが，
インターネット上でのいじめは行われるという 3 つのタ
イプが考えられ，現実のいじめと結びついてしまう場
合，問題はさらに複雑なものとなる．
このような「ネットいじめ」という社会問題に対して，
そもそも携帯電話あるいはコンピュータの電源を切っ
て，インターネットに接続しなければネットいじめを回
避できると主張する論者もいるが，その主張は現在の生
徒や社会をとりまくインターネット事情をまったく考慮
しておらず，不適切な主張といえるだろう． 42）現在では，
学校教育の現場で，インターネットを利用することは当
然のこととなっており，そもそも学校の授業カリキュラ
ム自体にインターネットを利用しなければならないもの
もあるし，今後そのようなカリキュラムは増加していく
と考えられるだろう． 43）実際に，大学の例ではあるが，イ
ンターネットを用いて履修登録等を行うことが広く一般
的となっており，資料の配布，課題の提出等にも利用さ
れている．また，出席の確認がインターネットを利用し
て行われているところもあり， 44）現代のわれわれの生活
とインターネットを切り離して考えることは不可能に近
いといえるだろう．
このように，ネットいじめは，従来型いじめが有して
いない特徴をもっており，また，インターネットおよび
それを利用するための電子機器類と現代社会における生
活が切っても切り離せない関係にあるために，その解決
に向けては，従来型いじめとは異なる被害者・加害者へ
の対応が必要であるといえるだろう．
2 ．ネットいじめがもつ悪影響
思春期というものは，未成年の若者にとって大変重要
な時期であり，とりわけ，アイデンティティーの確立に
とって非常に重要である． 45）この時期に，若者は社会環
境や同級生・友人との交流を行うことで，アイデンティ
ティーを確立していくのである． 46）そのため，未成年者
は，自らの価値を高めるための身のふるまい方を考え，
あるいは立場，社会環境といったものを模索し，それに
悪い影響を与えるようないじめを回避しようと努めるの
である． 47）
The Journal of Adolescent Health 48）では，抑うつと常
習的なネットいじめへの関与との間には，関連性がある
という研究結果が報告されている． 49）その研究結果で
は，ネットいじめの経験は，従来型いじめ以上に，思春
期の発達に対して悪い影響を与えると結論が出されてい
る． 50）さらに，ネットいじめ被害者は，長期間に及ぶ社
会学的・心理学的な影響を受け，苦しむことになること
がわかっている． 51）ネットいじめは，加害者と被害者の
間に（直接的な）個別の交流が必ずしもあるわけではな
いが，抑うつ，自尊心の低下，不安神経症，疎外感，自
殺願望， 52）集中や行動障害といった深刻な精神上の危害
や，果てはストレス性の頭痛や吐き気といった身体に深
刻な害を及ぼすものがある． 53）被害者の中には，成長し
大人になっても，いじめを受けたことで患った心理的・
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精神的・社会学的な問題に苦しむ者もいる． 54）多くのい
じめ研究者は，思春期にいじめを受けた者は大人になっ
ても，抑うつや自尊心の低い者の割合が高いという報告
を一貫して行っている． 55）
また，最近では，ネットいじめの被害者が，とりわけ
10代の若者が，ネットいじめから逃れるために自ら命を
絶つという痛ましい事件が何件も起こっている．これ
は，上述したオンライン上で攻撃を受けたことが間接的
あるいは直接的な要因となって自殺する「ネットいじめ
自殺」という現象である．この現象は，ネットいじめの
極端な結果を示すものではあるが，ネットいじめを受け
たことにより，若者が自殺するという事の重大さは，迅
速な予防措置および法律の制定が急務であることを示し
ているといえるだろう．
従来型いじめ同様に，ネットいじめ被害者および加害
者は，将来的に犯罪を犯す傾向があるという結果もあ
る． 56）多くの研究者が，いじめを受けた過去をもつ者は，
20代の半ばまでに，受けた過去を持たない者の 4 倍以上
の割合で何かしらの犯罪を行っているという研究結果を
報告している．それによると，いじめを受けたことのあ
る者の大多数が，少なくとも 1 回は犯罪を犯しており，
3 分の 1 以上の者は 2 回以上犯罪を犯しているというこ
とである． 57）被害者の観点から見ると，オンライン上で
相手を傷つけ，被害者にするという行為は，罰されるこ
ともなければ，そのようなことに対する取り組みがなさ
れていないため，自分でなんとかしなければならず，そ
のため，復讐を行い，自らも加害者になってしまうとい
う事情がある．それゆえに，被害者が加害者となり，ま
た別の被害者を生み，さらにその者が加害者になるとい
うネットいじめ文化に見られる負の連鎖が生み出されて
いる．合衆国においては，1990年代にいくつかの学校銃
乱射事件によって，従来型いじめとそのような暴力行為
が相互関係にあるという事実がわかり， 58）いじめが政策
立案者たちの関心の的となった． 59）今日では，10代の
ネットいじめ自殺が，その当時と同じように「ネットい
じめ」に対する立法を促す立役者になるはずであるとも
いわれている． 60）
これまで述べてきた通り，いじめは思春期の若者の成
長に非常に大きな影響を与え，精神に対する被害はもち
ろん，身体にまで悪い影響を与えることがわかってい
る．加えて，被害者が加害者にもなるというネットいじ
め文化のもつ負の連鎖，そして，ネットいじめが深刻化
すると自殺する被害者まで出てしまうという実態が明ら
かとなっている．これを抑制・予防するためにも，迅速
かつ適切な措置を講ずる必要があるといえるだろう．
Ⅲ　被害者のとり得る民事法上の救済
合衆国各州のいじめに関する法律は，いじめおよび
ネットいじめに対処するために制定されたものである
が，それらの法律はあくまでも学校側に対して，いじめ
防止方針を策定することや，いじめを発見した教職員に
対して，その報告を義務付ける内容の規定にとどまるも
のが多い．州の中には，いじめやネットいじめを犯罪と
規定するところもあるにはあるが，被害者に対する救済
に関する規定をおいている州はないようである．このよ
うな状況において，いじめやネットいじめ被害者は，い
じめに関する法律に基づき，加害者に対して直接に責任
を問うことはできないようである．しかしながら，被害
者がとり得る手段がまったくないのかというとそういう
わけではなく，多くの州が，従来の不法行為類型をもっ
て，ネットいじめに対処しようとしている．本章では，
ニュー・ヨーク州およびオハイオウ州において，ネット
いじめ被害者が民事法上の救済を得るために，ネットい
じめ加害者に対してとり得ることができる不法行為類型
について検討する．ニュー・ヨーク州は，未だネットい
じめに対する明確な立場を取っていない州の 1 つではあ
るが，全米の州の中でも，ネットいじめ問題がとりわけ
世間の注目を大きく集めている州の 1 つであり，また，
ネットいじめに対処するための立法に関する議論も盛ん
な州である．同様に，オハイオウ州もニュー・ヨーク州
と似たような状況にある．そのような状況の中で，被害
者が救済を求めるために従来の不法行為類型でもってど
のようなアプローチをとることができるのかを検討す
る．
1 ．名誉毀損（Defamation）
ネットいじめ被害者にとって，その加害者に対して直
接責任を問うことができると考えられている不法行為類
型の 1 つが「名誉毀損」である．第 2 次不法行為法リス
テイトメントは，名誉毀損を構成するためには「⒜他者
に関する虚偽のそして中傷的な内容であって，⒝第三者
に対して公表する権限を有さず，⒞公表者側に少なくと
もネグリジェンスを構成する程度の落ち度が存在し，⒟
その公表により，特別損害は生じていなくとも，当該内
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容が責任を問うに足るものであったまたは現に特別損害
が生じた 61）」という 4 つの要件を満たす必要があると明
記している．また，同リステイトメントでは「口論中に
面と向かって発せられた言葉は，単なる虐待ないし侮辱
（abuse or insult）として理解されるものであって，一方
で，熟考された後に書かれたあるいは新聞等で公表され
た文書は，名誉毀損責任を問われることとなり，故意に
深刻に受け取られる 62）」ような場合には，暴言が名誉毀
損となる場合が明示されている．
ニュー・ヨーク州では，この第 2 次不法行為法リステ
イトメントの一般的なアプローチを踏襲しているが， 63）
通常，名誉毀損法は，被害者とされている者の社会生活
と私生活に焦点をあてたうえで，当該被害者が公的人物
ではない者（a person who is not in the public light）で
あった場合にのみ，名誉毀損の請求を認めているようで
ある．ニュー・ヨーク州においては，名誉毀損を問われ
ている内容の表現は，その内容全体が評価され，名誉毀
損に該当するかどうかの認定が行われる． 64）このような
場合には，多種多様な抗弁が可能であり，問題となって
いる名誉毀損的な表現は真実であると主張する全面的防
御（complete defense）が可能となる．この法理論のも
とで，このような抗弁を認めることは，誰もが「ネット
いじめ」に巻き込まれ，その被害者は何ら救済を得るこ
となく放置されることを意味することになるだろう．し
かし，ネットいじめに該当するコミュニケーションがイ
ンターネット上で，ウェブサイトやフォーラムといった
ものにおいて，他人に向けてメッセージを残すことに
よって，ネットいじめが行われた場合，第三者に対する
権限のない公表という名誉毀損の構成要件を満たすこと
になる可能性はある．そのため，他者に対する過度な誹
謗中傷を伴う内容の表現によるネットいじめの場合に
は，名誉毀損の構成要件を満たす可能性がある．しかし，
そのような場合であっても，やはり特別損害が生じたこ
とを立証することは未成年の場合には困難であるように
思われる．
オハイオウ州においてもニュー・ヨーク州同様に，名
誉毀損を訴因として，加害者に対し訴訟を提起すること
ができる．しかしながら，やはり，名誉毀損をもって，
加害者に責任を問うことは困難なようである．たしかに，
多くのネットいじめの場合，その表現内容が事実に反す
るものであり，それを第三者に公表することにより被害
者の名声に傷をつけることになりかねないため，名誉毀
損の要件を満たすように思われる．しかし，訴訟を首尾
よく運ぶためには，被害者である原告は，表現内容が「事
実に反して（false）」おり，かつ被害者の名声に対して
「実体的損害（material damage）」を引き起こした，また
は「過度に不快で攻撃的（highly offensive）」であったこ
とを立証しなければならない．当該表現内容が「事実に
反する」ということを立証することはあまり困難でない
かもしれないが，名声に対する「実体的損害」ないし「過
度に不快で攻撃的」であったことを立証することは困難
であるように思われる．とりわけ，未成年間の「ネット
いじめ」においては，加害者の表現が，実際に被害者の
名誉を傷つけたことを立証できるかどうかは疑問の余地
がある．未成年の若者は，未だコミュニティーにおける
職業上の名誉（professional reputations in community）を
十分には形成していないため，名誉毀損を理由として，
救済を得ることは困難なように思われる．
2 ．プライバシーの侵害（Invasion of Privacy）または
誤認印象型プライバシーの侵害（False Light Inva-
sion of Privacy）
ネットいじめ被害者にとって，その加害者に対して直
接責任を問うことができると考えられている不法行為類
型の 2 つ目が「プライバシーの侵害」あるいは「誤認印
象型プライバシーの侵害」である．しかし，名誉毀損同
様に，プライバシーの侵害に基づき，訴訟を提起して，
被害者が勝訴することは困難なように思われる．
プライバシーの侵害についてのニュー・ヨーク州法
は，人の同意なく，当該人の氏名あるいは肖像といった
ものが商業的に利用されることによってプライバシーを
侵害されないようそれを保護するものである．そのた
め，ネットいじめをカバーすることは困難であると考え
られる．なぜなら「生徒間のネットいじめ」においては，
被害者も加害者も未成年であり，一般的に加害者は，
ネットいじめに該当する表現内容に用いられた被害者の
氏名や肖像といったものと商業的な関係を有するわけで
も，それによって利益を得ているわけでもないため，こ
の法理論をネットいじめに対して踏襲することは困難で
あろう．ニュー・ヨーク州において，立法による救済は，
ネットいじめ被害者がプライバシーの侵害を理由として
訴訟を提起するようには作られていないようである．
ニュー・ヨーク州法が上記のような状況である一方
で，オハイオウ州では，「誤認印象型プライバシーの侵
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害」という訴因をもって，ネットいじめ被害者はその加
害者に対して訴訟を提起することができると考えられて
いる．大多数のネットいじめにおいて，ネットいじめ被
害者である原告は「公衆の面前で，被告が原告に対し，
過度に攻撃的かつ事実に反する状態に置いた 65）」と主張
し，誤認印象型プライバシーの侵害を理由として，被告
であるネットいじめ加害者に対して訴訟を提起すること
ができる．この「誤認印象型プライバシーの侵害」とい
う不法行為は，2007年のWelling v. Weinfeld事件 66）におい
て，オハイオウ州最高裁判所（the Supreme Court of 
Ohio）によって認められたものである．オハイオウ州に
おいて「誤認印象型プライバシーの侵害」を理由として，
首尾よく訴訟を進めるためには，原告は，①被告が原告
について公に述べたこと，②当該表現内容によって，原
告が公衆の面前で「事実に反する状況（false light）」に
おかれたこと，③当該表現内容が，通常人（reasonable 
person）の感覚でもって，過度に侮辱的な（highly of-
fensive）内容のものであったこと，④被告がその表現を
行ったことにつき，故意過失ないし当該表現内容が事実
に反することを認識していながら無頓着で無謀（reck-
less）であったことの 4 つの要件を立証しなければなら
ない．「未成年間のネットいじめ」では，その表現内容の
多くは，他者を傷つけるような内容のものではない場合
であっても「意見（opinions）」「侮辱的な言葉（taunts）」
あるいは「性的なほのめかし（sexual innuendos）」を含
むものであるから，実務上，それが他者を傷つける内容
ではなかったということを立証することは困難である．
3 ．故意による精神的加害（Intentional Infliction of 
Emotional Distress）
ネットいじめ被害者にとって，その加害者に対して直
接責任を問うことができると考えられている不法行為類
型の 3 つ目が「故意による精神的加害（以下「IIED」と
する） 67）」である．このIIEDという訴因は，ネットいじめ
に対して最も効果的な訴因だという論者も多い．IIEDは
比較的新しい不法行為類型である．従来英米不法行為法
では，被害者が精神的な損害のみを被った場合において
は，それを保護法益とすることはなく，身体的安全と密
接に関連した不法行為類型では「故意による身体的威迫
（assault）」が，例外的に心の静穏の保護を保護法益とし
てきた． 68）しかしながら，近年「故意による不法接触
（battery）」が成立しない段階であっても「不法接触（bat-
tery）のおそれ」があり，それによって精神的損害が生
じるならば不法行為の成立を認め，身体的被害の防止を
図るために，IIEDという不法行為類型が認められるよう
になった．ただし，IIEDが認められるのは容易なことで
はない．とりわけ，大きな障害となるのが，問題とされ
た行為が極悪かつ極端（outrageous and extreme）でな
ければならないことと，精神的損害（感情的苦痛）が重
大でなければならないという 2 つの要件である．判例の
傾向として，当該行為が極悪とされる例には，⒜加害者
が被害者との関係で大きな力をもつような立場にあり，
その力を濫用しているケースであること，⒝被害者が特
に傷つきやすい性向があることを知ってそれにつけ込ん
でいること，⒞被害者が逃げることのできない状況で，
繰り返し同種の行為を行うこと，⒟身体的暴力や重大な
経済的損害を引き起こすような脅しをかけることなどが
ある． 69）単なる侮辱は極悪性があるとはいえないとされ
ているが，職場において，セクシャル・ハラスメントや
人種的要素を含むいじめが行われた場合には認められる
傾向があるようである． 70）
ニュー・ヨーク州最高裁判所（the New York Court of 
Appeals）は，合衆国憲法第 1 修正によって保護される言
論・表現であったとしても，それを理由にIIEDの責任を
免れることはできないという判決を下している．「IIED
の射程内にあるネットいじめに係わる言論や表現」は，
第 1 修正の保障を受けると同時に，IIEDを理由とする責
めを負わないといけないことになるといえる．そして，
IIEDを満たす要件が厳しいため，同法理論のもとでは，
そのような行為を犯罪とすることは消極的ではないよう
である．しかし，他の領域においては，IIEDが犯罪とさ
れてきたという実績はなく，それこそがIIEDのもつ特有
の課題を示していると言えるかもしれない．
ニュー・ヨーク州において，IIEDの要件は 4 つある．
第 1 に，当該行為が，極端で悪質なものである必要があ
る．第 2 に，当該行為によって，深刻な感情的苦痛を故
意に引き起こしたあるいは相当程度高い確率で引き起こ
されると認識していたにもかかわらず不注意にも当該行
為を行ったことが必要である．第 3 に，当該行為と引き
起こされた被害との間の因果関係が必要である．第 4
に，引き起こされた被害は，深刻な感情的苦痛である必
要がある．IIEDを訴因とする訴訟を提起するためには，
これら 4 つの要件を満たす必要がある．第 2 次不法行為
法リステイトメントでは，この点について「当該行為が
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その性質上極悪であり，かつ程度が極端で，良識で許す
ことのできる範囲を超えるもの（go beyond all possible 
bounds of decency）であって，残虐であるとみなすこと
ができ，文明社会においては まったくもって寛容できな
い内容である場合にのみ，名誉毀損責任が認定され
る 71）」と明示している．
オハイオウ州では，IIED訴訟を提起する原告は，以下
のことを立証しなければならないとされている．第 1
に，当該行為者が故意に感情的苦痛を引き起こした，ま
たは当該行為によって深刻な感情的苦痛が引き起こされ
ることを認識していたもしくは認識するべきであったこ
と，第 2 に，当該行為者による行為が，行為の性質上，
極悪（outrageous）で，程度が極端（extreme）である
ために，良識で許すことのできる範囲を超えるもの（go 
beyond all possible bounds of decency）であって，文明
社会において，まったくもって寛容できるものと認めら
れないものであったこと，第 3 に，当該行為が，原告が
被った精神的被害の直接の原因であったこと，最後に，
原告の被った当該精神的苦痛が深刻であり，通常人がそ
れに耐えうると期待できない性質のものであったことの
4 つの要件を原告は立証しなければならない．
「未成年者間のネットいじめ」は，その内容の多くが，
他者を傷つけるような内容のものではない場合である．
しかし，それは，多くの場合「意見（opinions）」「侮辱
的な言葉（taunts）」あるいは「性的なほのめかし（sexu-
al innuendos）」を含むものであるため，それが，良識で
許すことのできる範囲を超えるもの（go beyond all pos-
sible bounds of decency）である場合に問題となる．
オハイオウ州の裁判所の中には，深刻な精神的苦痛
（serious mental anguish）というのは，単なる気持ちの
乱れや感情を害したということ以上の感情的苦しみでな
ければならない 72）という判決を下したところもある．ま
た，加害者が犯意（requisite intent）を有していたこと
を立証できる可能性が低いために，IIEDは不十分な救済
手段となっている．大多数の「未成年者間のネットいじ
め」は，加害者と被害者との間にはデジタルな繫がりし
かないために，加害者が被害者に対して深刻な感情的苦
しみを引き起こす意図を有していないことが多く，ま
た，自身の行為が被害者の精神，感情ないし心理的健康
に影響を与えると思ってもいないことが多い．
保護者の大多数は，多くのネットいじめ被害者が直面
している事実や状況について認識しておらず，認識する
ころには手遅れになってしまっている場合が多い．その
点で，ネットいじめは，被害者の家族深刻な問題を呈す
ることになる．被害者が自殺してしまうという，手遅れ
の状態になってしまったネットいじめ事件においては，
いじめ加害者は，自らの行為を罰されることは少なく，
また，学校側はそのようないじめやハラスメントを不注
意にも見過ごしたことについて，責任を負うことは少な
いため，ネットいじめ被害者の家族は，悲しみ以外の何
も残らない状態に置かれてしまう．
個人で民事訴訟を提起することは，高い費用を伴い，
また上の 3 つの訴因をであっても勝訴する可能性見込み
が低いこともあり，多くの被害者は，ネットいじめを理
由として，直接に加害者に対して訴訟を提起することを
しないため，それによって救済を受ける機会を逃すこと
になっている．さらに，民事上の救済を求めることは，
ネットいじめの被害者および加害者の双方にとって，問
題が残ったままである．被害者の立場では，当該未成年
者の不法行為者（ネットいじめ加害者）に支払能力がな
く，それゆえに判決執行不能である可能性があり，その
ため，仮に訴訟で勝利した場合であっとしても，被害者
は十分な救済を受けることができないリスクがある．
ネットいじめ加害者の保護者の立場では，ネットいじめ
訴訟で敗訴した場合，加害者である子どもの責任を引き
受けることで，その被害者に対して補償をしなければな
らなくなる可能性がある．
Ⅳ　お わ り に
ネットいじめ被害者がその加害者に対して直接責任を
問う場合について，本稿では「名誉毀損」「プライバシー
の侵害（あるいは誤認印象型プライバシーの侵害）」そし
て「故意による精神的加害（IIED）」の 3 つの不法行為
類型について検討した．上述したように，「名誉毀損」お
よび「プライバシーの侵害」に関しては「ネットいじめ」
に用いられた表現内容が，被害者の名声に対して「実体
的損害（material damage）」を引き起こした，または「過
度に不快で攻撃的（highly offensive）」であったことの立
証をすること，あるいはその表現によって加害者が利益
を得たこと，またはその内容が「過度に侮辱的（highly 
offensive）」であることを立証する必要がある．しかしな
がら，未成年の加害者が，ネットいじめを行うことに
よって，何かしらの利益を得ているとは考えにくい．ま
た，人が行う表現というのは，多かれ少なかれ，侮辱的
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な内容である場合も多く，どの程度をもって，当該表現
が「過度に侮辱的（highly offensive）」であるか判断する
ことは困難であるし，さらに，ネットいじめ事件でたび
たび見られる被害者の自殺という「実体的損害」が仮に
あったとしても，インターネット上で表現のみより，被
害者が自殺したという因果関係を立証することは困難で
ある．
ところで，IIEDについて，ネットいじめに対して最も
効果的な訴因であると上で述べたが，この訴因にも幾分
か問題が残っている．IIEDが精神的損害を保護法益とす
る不法行為類型であるという点においては，ネットいじ
め被害者が加害者に対して直接に責任を問うことができ
る可能性が高く，ネットいじめに対処する手段として非
常に適しているように考えられる．しかしながら，この
訴因をもって訴訟を提起する場合であっても，ただ単に
侮辱されたというだけでは，IIEDが要求する極悪性を満
たすことは難しいだろうし，受けた精神的被害が重大で
なければならないという要件を満たすことも特別な事情
がない限りは難しいように思われる．確かに，被害者が
自殺した場合には，被害者の被った精神的被害は重大で
あるといえるかもしれないが，ネットいじめと自殺との
因果関係の立証という難問がまだ残されるため，IIEDを
用いることも難しいように思われる．
従来の不法行為類型では，単なる悪口のようなネット
いじめに対処することは困難であるし，またそれが原因
となり，被害者が自殺するまでに発展するような場合に
はなおのこと対処は困難である．また，上で述べたよう
に，近年発達したIIEDという訴因であっても，被害者お
よびその保護者が救済得るのは難しいと考えられる．手
段としては不十分であるように思われる．このように，
上で挙げた 3 つの訴因は，それぞれが欠陥をもっている
ために，ネットいじめに十分に対処することができない
ように思われる．そのため，ネットいじめ被害者が，加
害者に対して直接提訴し，救済を得るためには，新たな
展開を待たなければならないといえるかもしれない．
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